
（単位：千円）
金額 金額

【資産の部】 【負債の部】
固定資産 80,412,525 固定負債 16,534,598
有形固定資産 73,709,902 地方債 13,431,724
事業用資産 42,746,316 長期未払金 0
土地 28,541,948 退職手当引当金 2,735,992
立木竹 2,263,845 損失補償等引当金 10,665
建物 39,103,385 その他 356,217
建物減価償却累計額 -27,973,796 流動負債 1,748,220
工作物 3,629,143 １年内償還予定地方債 1,339,228
工作物減価償却累計額 -2,912,254 未払金 2,769
船舶 0 未払費用 0
船舶減価償却累計額 0 前受金 0
浮標等 0 前受収益 0
浮標等減価償却累計額 0 賞与等引当金 228,942
航空機 0 預り金 29,756
航空機減価償却累計額 0 その他 147,525
その他 0 18,282,818
その他減価償却累計額 0 【純資産の部】
建設仮勘定 94,045 固定資産等形成分 90,676,457

インフラ資産 30,277,141 余剰分（不足分） -16,247,129
土地 2,528,683
建物 407,020
建物減価償却累計額 -217,776
工作物 93,343,400
工作物減価償却累計額 -65,969,242
その他 0
その他減価償却累計額 0
建設仮勘定 185,056

物品 2,114,739
物品減価償却累計額 -1,428,294

無形固定資産 4,398
ソフトウェア 4,398
その他 0

投資その他の資産 6,698,225
投資及び出資金 2,874,126
有価証券 15,267
出資金 2,858,859
その他 0

投資損失引当金 -360,337
長期延滞債権 374,270
長期貸付金 87,370
基金 3,759,961
減債基金 0
その他 3,759,961

その他 0
徴収不能引当金 -37,165

流動資産 12,299,621
現金預金 1,868,375
未収金 151,501
短期貸付金 17,152
基金 10,246,780
財政調整基金 9,741,161
減債基金 505,619

棚卸資産 16,424
その他 0
徴収不能引当金 -611 74,429,328

92,712,146 92,712,146

全体　貸借対照表（BS)
令和2年3月31日

科目 科目

資産合計 負債及び純資産合計

負債合計

純資産合計



（単位：千円）

金額

経常費用 154,612,594

業務費用 131,042,053

人件費 3,056,083

職員給与費 2,326,270

賞与等引当金繰入額 228,942

退職手当引当金繰入額 0

その他 500,871

物件費等 127,410,010

物件費 98,128,154

維持補修費 635,125

減価償却費 2,817,357

その他 25,829,374

その他の業務費用 575,960

支払利息 66,574

徴収不能引当金繰入額 37,468

その他 471,918

移転費用 23,570,541

補助金等 19,822,678

社会保障給付 3,133,863

他会計への繰出金 507,038

その他 106,962

経常収益 127,174,273

使用料及び手数料 241,402

その他 126,932,871

純経常行政コスト 27,438,321

臨時損失 42,620

災害復旧事業費 28,126

資産除売却損 8,444

投資損失引当金繰入額 0

損失補償等引当金繰入額 4,877

その他 1,173

臨時利益 4,145

資産売却益 4,145

その他 0

純行政コスト 27,476,796

平成31年4月1日～令和2年3月31日

科目

全体　行政コスト計算書（PL）



（単位：千円）

前年度末純資産残高 76,767,921 92,725,707 -15,957,786

純行政コスト（△） -27,476,796 -27,476,796

財源 25,019,708 25,019,708

税収等 15,429,047 15,429,047

国県等補助金 9,590,661 9,590,661

本年度差額 -2,457,088 -2,457,088

固定資産等の変動（内部変動） -2,011,848 2,011,848

有形固定資産等の増加 1,340,051 -1,340,051

有形固定資産等の減少 -2,828,478 2,828,478

貸付金・基金等の増加 721,826 -721,826

貸付金・基金等の減少 -1,245,247 1,245,247

資産評価差額 0 0

無償所管換等 46,858 46,858

その他 71,637 -84,260 155,897

本年度純資産変動額 -2,338,593 -2,049,250 -289,343

本年度末純資産残高 74,429,328 90,676,457 -16,247,129

全体　純資産変動計算書（NWM）
平成31年4月1日～令和2年3月31日

合計科目 固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）



（単位：千円）
金額

【業務活動収支】

業務支出 151,740,220
業務費用支出 128,166,199
人件費支出 3,056,845

物件費等支出 124,592,212

支払利息支出 66,574

その他の支出 450,568

移転費用支出 23,574,021
補助金等支出 19,822,678

社会保障給付支出 3,133,863

他会計への繰出支出 507,038

その他の支出 110,442

業務収入 151,946,734
税収等収入 15,413,488

国県等補助金収入 9,377,729

使用料及び手数料収入 242,133

その他の収入 126,913,384

臨時支出 28,126
災害復旧事業費支出 28,126

その他の支出 0

臨時収入 4,430

業務活動収支 182,818

【投資活動収支】

投資活動支出 1,826,769
公共施設等整備費支出 1,141,661

基金積立金支出 658,158

投資及び出資金支出 0

貸付金支出 26,950

その他の支出 0

投資活動収入 1,472,496
国県等補助金収入 208,502

基金取崩収入 1,218,210

貸付金元金回収収入 38,962

資産売却収入 6,822

その他の収入 0

投資活動収支 -354,273

【財務活動収支】

財務活動支出 1,452,430
地方債償還支出 1,308,534

その他の支出 143,896

財務活動収入 1,703,000
地方債発行収入 1,703,000

その他の収入 0

財務活動収支 250,570

本年度資金収支額 79,115

前年度末資金残高 1,738,427

本年度末資金残高 1,817,542

前年度末歳計外現金残高 60,969

本年度歳計外現金増減額 -10,136

本年度末歳計外現金残高 50,833

本年度末現金預金残高 1,868,375

平成31年4月1日～令和2年3月31日

科目

全体　資金収支計算書（CF)



全体財務書類に関する注記 

 

1 重要な会計方針 

(1)有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法 

①  有形固定資産････････････････････････････････取得原価 

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

ア  昭和 59 年度以前に取得したもの･････････････再調達原価 

 

ただし、道路、河川及び水路の敷地においては備忘価額 1円としています。 

イ  昭和 60 年度以後に取得したもの 

取得原価が判明しているもの･･････････････････取得原価 

取得原価が不明なもの････････････････････････再調達原価 

 

ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額 1円としています。 

 

②  無形固定資産････････････････････････････････原則として取得原価 

ただし、取得原価が不明なものは、再調達原価としています。 

 

(2)有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法 

①  満期保有目的有価証券････････････････････････償却原価法（定額法） 

 

②  満期保有目的以外の有価証券 

ア 市場価格のあるもの･････････････････････････会計年度末における市場価格 

イ 市場価格のないもの･････････････････････････取得原価 

 

③ 出資金 

ア 市場価格のあるもの･･････････････････････････会計年度末における市場価格 

イ 市場価格のないもの･･････････････････････････出資金額 

 

(3)棚卸資産の評価基準及び評価方法 

取得価額をもって貸借対照表価額としております。 

 

 

 

 

 

 



(4)有形固定資産等の減価償却の方法 

①  有形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法 

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 

建物 10 年～50年 

工作物 10 年～50 年 

物品 3 年～20年 

 

②  無形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法 

 

③  所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産（リース期間が 1年以内のリ

ース取引及びリース契約 1件あたりのリース料総額が 300 万円以下のファイナンス・リ

ース取引を除きます。）･････自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法 

 

(5)引当金の計上基準及び算定方法 

①  徴収不能引当金 

未収金、長期延滞債権及び長期貸付金について、過去５年間の平均不納欠損率により、

徴収不能見込額を計上して算出しています。 

 

②  退職手当引当金 

期末自己都合要支給額に、組合への加入時以降の負担金の累計額から既に退職手当とし

て支給された額の総額を控除した額（令和元年度は不足額）を加算して計上しています。 

   

③  損失補償等引当金 

履行すべき額が確定していない損失補償債務等のうち、地方公共団体の財政の健全化に

関する法律に規定する将来負担比率の算定に含めた将来負担額を計上しています。 

 

④  賞与等引当金 

翌年度 6月支給予定の期末手当、勤勉手当等及びそれらに係る法定福利費相当額の見込

額について、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。 

 

⑤  投資損失引当金 

市場価格のない投資及び出資金のうち、連結対象団体及び会計に対するものについて、

実質価額が 30%以上低下した場合に実質価額と取得価額との差額を計上しています。 

 

 

 

 

 

 



(6)リース取引の処理方法 

①  ファイナンス・リース取引 

ア  所有権移転ファイナンス・リース取引（リース期間が 1年以内のリース取引及びリ

ース料総額が 300 万円以下のファイナンス・リース取引を除きます。） 

通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

 

イ  ア以外のファイナンス・リース取引 

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

 

②  オペレーティング・リース取引 

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

 

(7)全体資金収支計算書における資金の範囲 

現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物（当市資金管理方針において、歳計現

金等の保管方法として規定した預金等をいいます。） 

なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金の受払

いを含んでいます。 

 

(8)消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税込方式によっています。 

 

(9)連結対象団体（会計）の決算日が一般会計等と異なる場合の処理 

該当なし 

 

(10)その他財務書類作成のための基本となる重要な事項 

 ① 固定資産のうち償却資産については、取得価額が 50 万円（美術品は 300 万円）以上

の場合に資産として計上しています。 

 

②  資本的支出と修繕費の区分 

   資本的支出と修繕費の区分基準については、下記のとおりです。 

 20 万円未満 
20 万円以上 

60 万円未満 
60 万円以上 

資産の機能向上や耐用年数の増加

が認められる支出 

修繕費 

資本的支出 資本的支出 

資産の機能向上や耐用年数の増加

が認められない支出 
修繕費 修繕費 

機能向上等の判断が困難な支出 修繕費 資本的支出 

 

 

 



2 重要な会計方針の変更等 

(1)会計方針の変更 

該当なし 

 

(2)表示方法の変更 

該当なし 

 

(3)資金収支計算書における資金の範囲の変更 

該当なし 

 

3 重要な後発事象 

(1)主要な業務の改廃 

該当なし 

 

(2)組織・機構の大幅な変更 

該当なし 

 

(3)地方財政制度の大幅な改正 

該当なし 

 

(4)重大な災害等の発生 

該当なし 

 

4 偶発債務 

(1)保証債務及び損失補償債務負担の状況 

団体（会計）名 確定債務額 

履行すべき額が確定していない 

損失補償債務等 
総額 

損失補償等 

引当金計上額 

貸借対照表 

未計上額 

群馬県信用 

保証協会 
計上なし 10,665 千円 717,797 千円 728,462 千円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



5 追加情報 

(1)財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項 

①  連結対象団体（会計） 

団体（会計）名 区分 連結の方法 

太陽光発電事業特別会計 みどり市特別会計 全部連結 

国民健康保険（事業勘定）特別会計 みどり市特別会計 全部連結 

国民健康保険（診療所勘定）特別会計 みどり市特別会計 全部連結 

後期高齢者医療特別会計 みどり市特別会計 全部連結 

介護保険（保険事業勘定）特別会計 みどり市特別会計 全部連結 

戸別浄化槽事業特別会計 みどり市特別会計 全部連結 

農業集落排水事業特別会計 みどり市特別会計 全部連結 

企業用地整備事業特別会計 みどり市特別会計 全部連結 

競艇事業特別会計 みどり市特別会計 全部連結 

 

連結の方法は次のとおりです。 

 地方公営企業会計は、すべて全部連結の対象としています。 

ただし、地方公営企業法の財務規定等が適用されていない会計のうち、当該規定等の

適用に向けた作業に着手している下記の 2 会計(令和 2 年度法適用)については、連結対

象団体（会計）の対象外としています。したがって、一般会計等における他会計への繰

出金等が内部相殺されない場合があります。 

 

・簡易水道事業特別会計      

令和元年度歳入決算額 132,630 千円 

上記のうち、一般会計からの繰入金 82,775 千円 

令和元年度歳出決算額  127,409 千円 

令和元年度末地方債残高 247,865 千円 

令和元年度末基金残高    20,617 千円 

繰越事業に係る将来の支出予定額 － 

 

・下水道事業特別会計      

令和元年度歳入決算額 906,798 千円 

上記のうち、一般会計からの繰入金 424,263 千円 

令和元年度歳出決算額  883,937 千円 

令和元年度末地方債残高 5,682,603 千円 

令和元年度末基金残高    － 

繰越事業に係る将来の支出予定額 － 

 

 

 



②  出納整理期間 

地方自治法第 235 条の 5 に基づき、出納整理期間を設けられている団体（会計）におい

ては、出納整理期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計

数としています。 

なお、出納整理期間を設けていない団体（会計）と出納整理期間を設けている団体（会

計）との間で、出納整理期間に現金の受払い等があった場合は、現金の受払い等が終了し

たものとして調整しています。 

 

③  表示単位未満の取扱い 

千円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。 

 

④  利子補給等に係る債務負担行為の翌年度以降の支出予定額  

 該当なし 

 

⑤  全体会計の繰越事業に係る将来の支出予定額 1,390,436 千円 

・一般会計 

繰越明許費（地方自治法第 213 条）1,353,268 千円 

継続費の逓次繰越し（同法施行令第 145 条第 1項）37,168 千円 

 

 

⑥ 過年度修正等に関する事項 

  該当なし 

 

 

(2)貸借対照表に係る事項 

① 売却可能資産の範囲及び内訳は、次のとおりです。 

  ア 範囲  

    令和元年度当初予算において、財産収入として措置されている公共資産 

 

 イ 内訳 

該当なし 

 

 

 

 

 

 

 

 



②  資産計上基準により貸借対照表に計上されていない無形固定資産(商標権)が 5件あり、

内容は下記のとおりです。 

 名  称 前年度末残高 決算年度中増減 決算年度末残高 

1 桐生競艇場 1 件 0 件 1 件 

2 桐生ボートレース場 1 件 0 件 1 件 

3 ＢＯＡＴＲＡＣＥ桐生 1 件 0 件 1 件 

4 サンレイク草木 1 件 0 件 1 件 

5 みどモス 0 件 1 件 1 件 

 合   計 4 件 1 件 5 件 

 

③  地方自治法第 234 条の 3に基づく長期継続契約で貸借対照表に計上されたリース債務

金は 482,665 千円です。 

 

④  その他 

   固定資産の基金 3,759,961 千円には、鉄道経営対策事業基金残高のうち、わたらせ渓

谷鐵道沿線市の負担相当額 231,546 千円を含みます。 

市 負担割合 負担相当額 

みどり市 41.875% 166,813 千円 

桐生市（群馬県） 38.750% 154,364 千円 

日光市（栃木県） 19.375% 77,182 千円 

計 100% 398,359 千円 

 

(3)行政コスト計算書に係る事項 

該当なし 

 

(4)純資産変動計算書に係る事項 

純資産における固定資産等形成分及び余剰分（不足分）の内容 

 

①  固定資産等形成分 

固定資産の額に流動資産における短期貸付金及び基金等を加えた額を計上しています。 

 

②  余剰分（不足分） 

純資産合計額のうち、固定資産等形成分以外の資産形成に使われた額を計上しています。 

 

 

 

 

 

 



(5)資金収支計算書に係る事項 

 

①  資金収支計算書の業務活動収支と純資産変動計算書の本年度差額との差額の内訳 

  

 

② 一時借入金 

地方自治法第 235 条の 3 第 2 項の規定による一時借入金の借入れの最高限度額は下記

のとおりです。  

 

会計名 限度額 決算年度借入実績 

一般会計 500,000 千円 - 

競艇事業特別会計 300,000 千円 - 

国民健康保険(事業勘定)特別会計 200,000 千円 - 

介護保険(保険事業勘定)特別会計 200,000 千円 - 

後期高齢者医療特別会計 100,000 千円 - 

富弘美術館事業特別会計 100,000 千円 - 

国民健康保険(診療所勘定)特別会計 80,000 千円 - 

農業集落排水事業特別会計 30,000 千円 - 

 

 

③ 重要な非資金取引 

  該当なし 

 

【資金収支計算書】業務活動収支 182,818 千円

投資活動収入の国県等補助金収入 208,502 千円

投資活動収入の資産売却収入 6,822 千円

未収債権、未払債務等の増加 232,836 千円

減価償却費 △ 2,817,357 千円

賞与等引当金繰入額  △ 228,942 千円

徴収不能引当金繰入額 △ 37,468 千円

資産除売却益（損益の差額） △ 4,299 千円

投資損失引当金繰入額 0 千円

損失補償等引当金戻入額 0 千円

【純資産変動計算書】本年度差額 △ 2,457,088 千円



全
体
財
務
書
類
附
属
明
細
書

※
各
表
に
お
い
て
、
各
数
値
の
単
位
未
満
を
四
捨
五
入
し
て
い
る
た
め
、
合
計
等
が
一
致
し
な
い
場
合
が
あ
り
ま
す
。

１
．
貸
借
対
照
表
の
内
容
に
関
す
る
明
細

（
１
）
資
産
項
目
の
明
細

①
有
形
固
定
資
産
の
明
細

（
単
位
：
千
円
)

本
年
度
末
残
高

本
年
度
末

差
引
本
年
度
末
残
高

区
分

前
年
度
末
残
高

本
年
度
増
加
額

本
年
度
減
少
額

（
Ａ
）
＋
（
Ｂ
）
－
（
C）

減
価
償
却
累
計
額

本
年
度
償
却
額

（
D
）
－
（
E）

（
Ａ
）

（
B）

（
C）

（
D
）

（
E）

（
F）

（
Ｇ
）

事
業
用
資
産

73
,4
99
,1
76

62
0,
03
7

48
6,
84
7

73
,6
32
,3
66

30
,8
86
,0
50

78
8,
44
9

42
,7
46
,3
16

土
地
（
事
業
用
）

28
,4
87
,4
70

57
,3
48

2,
87
0

28
,5
41
,9
48

0
0

28
,5
41
,9
48

立
木
竹

2,
26
3,
98
6

0
14
1

2,
26
3,
84
5

0
0

2,
26
3,
84
5

建
物
（
事
業
用
）

39
,0
34
,2
24

24
4,
27
2

17
5,
11
1

39
,1
03
,3
85

27
,9
73
,7
96

74
1,
45
7

11
,1
29
,5
89

工
作
物
（
事
業
用
）

3,
43
7,
77
9

23
8,
01
4

46
,6
50

3,
62
9,
14
3

2,
91
2,
25
4

46
,9
92

71
6,
88
9

船
舶

0
0

0
0

0
0

0
浮
標
等

0
0

0
0

0
0

0
航
空
機

0
0

0
0

0
0

0
そ
の
他
（
事
業
用
）

0
0

0
0

0
0

0
建
設
仮
勘
定
（
事
業
用
）

27
5,
71
7

80
,4
03

26
2,
07
5

94
,0
45

0
0

94
,0
45

イ
ン
フ
ラ
資
産

95
,8
17
,8
92

83
6,
89
9

19
0,
63
2

96
,4
64
,1
59

66
,1
87
,0
18

1,
61
6,
09
5

30
,2
77
,1
41

土
地
（
イ
ン
フ
ラ
用
）

2,
28
1,
45
0

24
7,
23
3

0
2,
52
8,
68
3

0
0

2,
52
8,
68
3

建
物
（
イ
ン
フ
ラ
用
）

40
7,
01
9

1
0

40
7,
02
0

21
7,
77
6

11
,6
00

18
9,
24
4

工
作
物
（
イ
ン
フ
ラ
用
）

92
,8
71
,3
23

47
2,
07
7

0
93
,3
43
,4
00

65
,9
69
,2
42

1,
60
4,
49
5

27
,3
74
,1
58

そ
の
他
（
イ
ン
フ
ラ
用
）

0
0

0
0

0
0

0
建
設
仮
勘
定
（
イ
ン
フ
ラ
用
）

25
8,
10
0

11
7,
58
8

19
0,
63
2

18
5,
05
6

0
0

18
5,
05
6

物
品

1,
82
4,
62
0

35
2,
32
4

62
,2
05

2,
11
4,
73
9

1,
42
8,
29
4

41
2,
81
3

68
6,
44
5

合
計

17
1,
14
1,
68
8

1,
80
9,
26
0

73
9,
68
4

17
2,
21
1,
26
4

98
,5
01
,3
62

2,
81
7,
35
7

73
,7
09
,9
02

②
有
形
固
定
資
産
の
行
政
目
的
別
明
細

（
単
位
：
千
円
)

生
活
イ
ン
フ
ラ
・

国
土
保
全

事
業
用
資
産

4,
78
2,
02
9

23
,9
04
,7
75

2,
30
0,
02
7

1,
15
2,
99
1

3,
96
4,
96
7

77
4,
39
7

5,
86
7,
13
0

42
,7
46
,3
16

土
地
（
事
業
用
）

3,
45
8,
58
2

15
,9
45
,5
03

1,
64
1,
45
3

95
6,
62
5

1,
38
9,
72
9

47
8,
36
5

4,
67
1,
69
1

28
,5
41
,9
48

立
木
竹

21
,5
76

0
0

0
2,
24
2,
26
9

0
0

2,
26
3,
84
5

建
物
（
事
業
用
）

1,
24
0,
43
9

7,
77
4,
13
2

65
5,
78
4

19
6,
36
6

25
4,
75
6

64
,2
34

94
3,
87
8

11
,1
29
,5
89

工
作
物
（
事
業
用
）

61
,4
32

10
2,
60
0

2,
79
0

0
76
,8
79

23
1,
79
8

24
1,
39
0

71
6,
88
9

船
舶

0
0

0
0

0
0

0
0

浮
標
等

0
0

0
0

0
0

0
0

航
空
機

0
0

0
0

0
0

0
0

そ
の
他
（
事
業
用
）

0
0

0
0

0
0

0
0

建
設
仮
勘
定
（
事
業
用
）

0
82
,5
40

0
0

1,
33
4

0
10
,1
71

94
,0
45

イ
ン
フ
ラ
資
産

29
,0
86
,2
49

29
1,
74
7

0
0

89
8,
67
2

0
47
3

30
,2
77
,1
41

土
地
（
イ
ン
フ
ラ
用
）

1,
84
6,
64
9

17
4,
96
7

0
0

50
6,
59
4

0
47
3

2,
52
8,
68
3

建
物
（
イ
ン
フ
ラ
用
）

18
9,
24
4

0
0

0
0

0
0

18
9,
24
4

工
作
物
（
イ
ン
フ
ラ
用
）

26
,8
65
,3
00

11
6,
78
0

0
0

39
2,
07
8

0
0

27
,3
74
,1
58

そ
の
他
（
イ
ン
フ
ラ
用
）

0
0

0
0

0
0

0
0

建
設
仮
勘
定
（
イ
ン
フ
ラ
用
）

18
5,
05
6

0
0

0
0

0
0

18
5,
05
6

物
品

3,
34
9

35
9,
81
2

1,
46
0

14
,7
89

36
,3
29

74
,9
48

19
5,
75
8

68
6,
44
5

合
計

33
,8
71
,6
27

24
,5
56
,3
34

2,
30
1,
48
7

1,
16
7,
78
0

4,
89
9,
96
8

84
9,
34
5

6,
06
3,
36
1

73
,7
09
,9
02

総
務

合
計

消
防

区
分

教
育

福
祉

環
境
衛
生

産
業
振
興



③
投
資
及
び
出
資
金
の
明
細

市
場
価
格
の
な
い
も
の
の
う
ち
連
結
対
象
団
体
（
会
計
）
に
対
す
る
も
の

（
単
位
：
千
円
)

出
資
金
額

純
資
産
額

出
資
割
合
（
％
）

実
質
価
額

投
資
損
失
引
当
金

相
手
先
名

（
貸
借
対
照
表
計
上
額
）

資
産

負
債

（
B）
－
（
C）

資
本
金

（
Ａ
）
/（
E）

（
D
）
×
（
F）

計
上
額

（
Ａ
）

（
B）

（
C）

（
D
）

（
E）

（
F）

（
G
）

（
H
）

【
出
資
法
人
】

（
有
）
浅
原
体
験
村

有
価
証
券

2,
00
0

2,
00
4

1,
05
8

94
6

3,
90
0

51
.2
8

48
5

1,
51
5

2,
00
0

2,
00
0

2,
00
4

1,
05
8

94
6

3,
90
0

ー
48
5

1,
51
5

2,
00
0

【
一
部
事
務
組
合
】

桐
生
地
域
医
療
組
合

67
4,
44
0

7,
92
4,
62
0

4,
55
6,
23
9

3,
36
8,
38
1

7,
19
6,
37
6

9.
37

31
5,
61
7

35
8,
82
2

0
群
馬
東
部
水
道
企
業
団

2,
08
4,
50
8

90
,9
13
,2
61

45
,7
79
,5
08

45
,1
33
,7
53

38
,9
77
,9
58

5.
35

2,
41
4,
65
6

0
0

2,
75
8,
94
8

98
,8
37
,8
81

50
,3
35
,7
47

48
,5
02
,1
34

46
,1
74
,3
34

ー
2,
73
0,
27
3

35
8,
82
2

0
2,
76
0,
94
8

98
,8
39
,8
85

50
,3
36
,8
05

48
,5
03
,0
80

46
,1
78
,2
34

ー
2,
73
0,
75
8

36
0,
33
7

2,
00
0

市
場
価
格
の
な
い
も
の
の
う
ち
連
結
対
象
団
体
（
会
計
）
以
外
に
対
す
る
も
の

（
単
位
：
千
円
)

純
資
産
額

出
資
割
合
（
％
）

実
質
価
額

貸
借
対
照
表
計
上
額

相
手
先
名

出
資
金
額

資
産

負
債

（
B）
－
（
C）

資
本
金

（
Ａ
）
/（
E）

（
D
）
×
（
F）

強
制
評
価
減

（
A）
－
（
H
）

（
Ａ
）

（
B）

（
C）

（
D
）

（
E）

（
F）

（
G
）

（
H
）

（
I）

【
出
資
法
人
】

わ
た
ら
せ
渓
谷
鐵
道
(株
)

有
価
証
券

33
,6
00

27
9,
27
8

16
3,
47
7

11
5,
80
1

32
5,
00
0

10
.3
4

11
,9
74

21
,6
26

11
,9
74

33
,6
00

群
馬
テ
レ
ビ
（
株
）

1,
29
3

1,
51
3,
26
1

35
3,
40
9

1,
15
9,
85
2

96
8,
64
0

0.
13

1,
50
8

0
1,
29
3

1,
29
3

34
,8
93

1,
79
2,
53
9

51
6,
88
6

1,
27
5,
65
3

1,
29
3,
64
0

ー
13
,4
82

21
,6
26

13
,2
67

34
,8
93

群
馬
県
農
業
信
用
基
金
協
会

5,
60
0

13
6,
47
0,
48
0

12
9,
55
0,
54
0

6,
91
9,
94
0

4,
83
3,
41
0

0.
12

8,
30
4

0
5,
60
0

5,
60
0

公
益
社
団
法
人
 
群
馬
県
畜
産
協
会

1,
37
5

2,
04
1,
47
2

12
3,
81
7

1,
91
7,
65
5

1,
56
2,
74
6

0.
09

1,
72
6

0
1,
37
5

1,
37
5

公
益
社
団
法
人
 
群
馬
県
農
業
公
社

3,
77
3

78
6,
87
6

10
5,
55
0

68
1,
32
6

63
1,
12
1

0.
60

4,
08
8

0
3,
77
3

3,
77
3

公
益
社
団
法
人
 
群
馬
県
蚕
糸
振
興
協
会

3,
08
8

1,
24
1,
18
5

15
,3
39

1,
22
5,
84
6

1,
22
9,
23
4

0.
25

3,
06
5

0
3,
08
8

3,
08
8

公
益
社
団
法
人
 
群
馬
県
青
果
物
生
産
出
荷
安
定
基
金
協
会

30
51
4,
56
2

49
0,
23
6

24
,3
26

29
,6
20

0.
10

24
0

30
30

群
馬
県
信
用
保
証
協
会

50
,0
00

42
0,
79
3,
00
6

36
5,
32
1,
01
0

55
,4
71
,9
96

7,
38
5,
05
8

0.
68

37
7,
21
0

0
50
,0
00

50
,0
00

公
益
社
団
法
人
 
群
馬
県
産
業
支
援
機
構

88
6

1,
26
5,
72
8

16
3,
46
2

1,
10
2,
26
6

76
3,
05
0

0.
12

1,
32
3

0
88
6

88
6

公
益
社
団
法
人
 
群
馬
県
消
防
協
会

5,
40
7

80
2,
61
5

4,
34
5

79
8,
27
0

78
4,
26
3

0.
69

5,
50
8

0
5,
40
7

5,
40
7

公
益
社
団
法
人
 
群
馬
県
長
寿
社
会
づ
く
り
財
団

出
資
金

1,
27
7

35
1,
46
0

14
0,
56
4

21
0,
89
6

15
0,
00
0

0.
85

1,
79
3

0
1,
27
7

1,
27
7

公
益
社
団
法
人
 
群
馬
県
ス
ポ
ー
ツ
協
会

3,
50
0

1,
24
3,
31
0

15
8,
84
3

1,
08
4,
46
7

73
1,
51
5

0.
48

5,
20
5

0
3,
50
0

3,
50
0

桐
生
広
域
森
林
組
合

3,
12
3

18
1,
01
4

39
,1
97

14
1,
81
7

24
,5
05

12
.7
4

18
,0
67

0
3,
12
3

3,
12
3

わ
た
ら
せ
森
林
組
合

7,
30
6

24
2,
53
4

96
,2
71

14
6,
26
4

49
,7
47

14
.6
9

21
,4
86

0
7,
30
6

7,
30
6

公
益
社
団
法
人
 
群
馬
県
健
康
づ
く
り
財
団

72
3

4,
67
5,
34
6

1,
40
6,
09
4

3,
26
9,
25
2

53
0,
00
0

0.
14

4,
57
7

0
72
3

72
3

公
益
社
団
法
人
 
群
馬
県
防
犯
協
会

12
4

10
3,
94
1

2,
08
6

10
1,
85
5

89
,5
00

0.
14

14
3

0
12
4

12
4

公
益
社
団
法
人
 
群
馬
県
青
少
年
育
成
事
業
団

75
0

25
7,
49
1

37
,8
54

21
9,
63
7

20
8,
04
6

0.
36

79
1

0
75
0

75
0

社
会
福
祉
法
人
 
あ
お
ぞ
ら
会

10
,0
00

51
,7
66

3,
08
3

48
,6
83

10
,0
00

10
0.
00

48
,6
83

0
10
,0
00

10
,0
00

公
益
財
団
法
人
 
桐
生
地
域
地
場
産
業
振
興
セ
ン
タ
ー

45
0

43
4,
52
0

52
,2
06

38
2,
31
5

13
,3
36

3.
37

12
,8
84

0
45
0

45
0

地
方
公
共
団
体
金
融
機
構

2,
50
0

24
,3
46
,7
00
,0
00

24
,0
22
,8
03
,0
00

32
3,
89
7,
00
0

16
,6
02
,0
00

0.
02

64
,7
79

0
2,
50
0

2,
50
0

99
,9
12

24
,9
18
,1
57
,3
06

24
,5
20
,5
13
,4
97

39
7,
64
3,
81
1

35
,6
27
,1
51

ー
57
9,
65
6

0
99
,9
12

99
,9
12

13
4,
80
5

24
,9
19
,9
49
,8
45

24
,5
21
,0
30
,3
83

39
8,
91
9,
46
4

36
,9
20
,7
91

ー
59
3,
13
8

21
,6
26

11
3,
17
9

13
4,
80
5

合
計

貸
借
対
照
表

勘
定
科
目

（
参
考
）
財
産
に
関
す

る
調
書
記
載
額

小
計

（
参
考
）
財
産
に
関
す

る
調
書
記
載
額

貸
借
対
照
表

勘
定
科
目

小
計

出
資
金

合
計

小
計

小
計



④
基
金
の
明
細

（
単
位
：
千
円
)

種
類

現
金
預
金

有
価
証
券

土
地

そ
の
他

財
政
調
整
基
金

7,
62
4,
99
3

0
0

0
7,
62
4,
99
3

7,
83
1,
98
9

減
債
基
金

50
5,
61
9

0
0

0
50
5,
61
9

50
5,
61
9

庁
舎
建
設
等
基
金

12
6,
06
6

0
0

0
12
6,
06
6

12
6,
06
6

ふ
る
さ
と
づ
く
り
基
金

65
5,
25
3

0
0

0
65
5,
25
3

65
5,
25
3

小
中
地
区
む
ら
お
こ
し
基
金

71
,0
00

0
0

0
71
,0
00

71
,0
00

ふ
る
さ
と
思
い
や
り
基
金

85
,8
31

0
0

0
85
,8
31

85
,8
31

地
域
福
祉
基
金

37
9,
86
4

0
0

0
37
9,
86
4

37
9,
98
4

森
林
環
境
譲
与
税
基
金

9,
60
4

0
0

0
9,
60
4

9,
60
4

義
務
教
育
施
設
整
備
基
金

59
5,
83
2

0
0

0
59
5,
83
2

59
5,
83
2

社
会
教
育
施
設
整
備
基
金

15
,2
36

0
0

0
15
,2
36

15
,2
36

土
地
開
発
基
金

55
0,
00
0

0
0

0
55
0,
00
0

55
0,
00
0

新
エ
ネ
ル
ギ
ー
基
金

90
,7
26

0
0

0
90
,7
26

90
,7
26

鉄
道
経
営
対
策
事
業
基
金

39
8,
35
9

0
0

0
39
8,
35
9

39
8,
35
9

国
民
健
康
保
険
基
金

0
0

0
0

0
0

国
民
健
康
保
険
診
療
所
基
金

15
8,
09
0

0
0

0
15
8,
09
0

15
8,
09
0

介
護
保
険
給
付
準
備
基
金

42
7,
42
6

0
0

0
42
7,
42
6

42
7,
42
5

富
弘
美
術
館
基
金

57
,3
73

0
0

0
57
,3
73

57
,3
73

競
艇
事
業
財
政
調
整
基
金

2,
11
6,
16
8

0
0

0
2,
11
6,
16
8

2,
11
6,
16
9

競
艇
駐
車
場
財
政
調
整
基
金

13
9,
30
1

0
0

0
13
9,
30
1

13
9,
30
1

合
計

14
,0
06
,7
41

0
0

0
14
,0
06
,7
41

14
,2
13
,8
57

⑤
貸
付
金
の
明
細

（
単
位
：
千
円
)

相
手
先
名
ま
た
は
種
別

奨
学
金

87
,3
70

0
17
,1
52

0
11
6,
01
0

合
計

87
,3
70

0
17
,1
52

0
11
6,
01
0

合
計

（
貸
借
対
照
表
計
上
限
）

(参
考
）
財
産
に
関
す
る

調
書
記
載
額

長
期
貸
付
金

短
期
貸
付
金

(参
考
）

貸
付
金
計

貸
借
対
照
表
計
上
額

徴
収
不
能
引
当
金

計
上
額

貸
借
対
照
表
計
上
額

徴
収
不
能
引
当
金

計
上
額



⑥
長
期
延
滞
債
権
の
明
細

（
単
位
：
千
円
)

会
計

種
別

貸
借
対
照
表
計
上
額

微
収
不
能
引
当
金
計
上
額

会
計

種
別

貸
借
対
照
表
計
上
額

微
収
不
能
引
当
金
計
上
額

税
等
未
収
金

16
7,
65
7

19
,3
60

一
般
会
計

奨
学
金
（
滞
繰
分
）

7,
58
5

0
一
般
国
保
税
（
医
療
）
（
滞
納
）

11
8,
45
7

14
,0
96

7,
58
5

0
一
般
国
保
税
（
後
期
）
（
滞
納
）

31
,2
09

3,
33
9

一
般
国
保
税
（
介
護
）
（
滞
納
）

17
,1
62

1,
87
1

税
等
未
収
金

12
4,
32
5

13
,0
27

退
職
国
保
税
（
医
療
）
（
滞
納
）

62
1

42

市
民
税
個
人
（
滞
納
繰
越
分
）

56
,3
70

5,
24
3

退
職
国
保
税
（
後
期
）
（
滞
納
）

11
1

4

市
民
税
法
人
（
滞
納
繰
越
分
）

2,
10
6

40
9

退
職
国
保
税
（
介
護
）
（
滞
納
）

97
8

固
定
資
産
税
（
滞
納
繰
越
分
）

58
,8
18

6,
76
4

そ
の
他
未
収
金

6
0

軽
自
動
車
税
（
滞
納
繰
越
分
）

5,
41
1

61
1

一
般
被
保
険
者
返
納
金
滞
納
繰
越
分

6
0

保
育
所
運
営
費
保
護
者
負
担
金
（
過
年
度
収
入
）

1,
62
0

0
税
等
未
収
金

99
2

20
2

そ
の
他
未
収
金

64
,8
92

76
0

後
期
高
齢
者
医
療
保
険
料
・
普
通
徴
収
（
滞
納
繰
越
分
）

99
2

20
2

市
営
住
宅
使
用
料
（
過
年
度
分
）

21
,6
51

0
税
等
未
収
金

8,
81
3

3,
81
6

市
営
住
宅
駐
車
場
使
用
料
（
過
年
度
分
）

49
5

0
介
護
保
険
料
・
普
通
徴
収
（
滞
納
）

8,
81
3

3,
81
6

一
般
会
計

市
有
土
地
建
物
賃
貸
料
（
過
年
度
収
入
）

3,
26
0

0

生
活
保
護
返
還
金
（
過
年
度
分
）

31
,2
60

75
1

そ
の
他
未
収
金

0
0

児
童
扶
養
手
当
返
還
金
（
過
年
度
分
）

48
4

0
農
業
集
落
排
水
施
設
使
用
料
（
滞
納
）

0
0

管
外
児
童
保
育
措
置
料
（
過
年
度
分
）

11
5

0
36
6,
68
5

37
,1
65

市
営
住
宅
損
害
賠
償
金
（
過
年
度
分
）

94
8

0
37
4,
27
0

37
,1
65

行
政
財
産
目
的
外
使
用
光
熱
水
費
収
入
（
過
年
度
収
入
）

51
0

過
年
度
分
給
食
費

6,
21
6

0

図
書
館
資
料
弁
償
代
（
過
年
度
分
）

96
9

臨
時
職
員
賃
金
過
払
返
還
金
（
過
年
度
分
）

51
0

嘱
託
員
報
酬
過
払
返
還
金
（
過
年
度
分
）

55
0

福
祉
医
療
費
納
入
金
（
過
年
度
分
）

21
0

0

違
約
金
（
過
年
度
分
）

0
0

介
護
保
険

（
保
険
事
業
勘
定
）

特
別
会
計

農
業
集
落
排
水
事
業

特
別
会
計

小
計

合
計

【
貸
付
金
】

小
計

国
民
健
康
保
険

（
事
業
勘
定
）

特
別
会
計

【
未
収
金
】

後
期
高
齢
者
医
療

特
別
会
計



⑦
未
収
金
の
明
細

（
単
位
：
千
円
)

会
計

種
別

貸
借
対
照
表
計
上
額

微
収
不
能
引
当
金
計
上
額

会
計

種
別

貸
借
対
照
表
計
上
額

微
収
不
能
引
当
金
計
上
額

税
等
未
収
金

82
,6
08

82

一
般
会
計

奨
学
金
貸
与
金
収
入
（
過
年
度
分
）

1,
31
0

0
一
般
国
保
税
（
医
療
）

53
,4
05

53

1,
31
0

0
一
般
国
保
税
（
後
期
）

18
,7
93

19

一
般
国
保
税
（
介
護
）

10
,1
52

10

税
等
未
収
金

53
,2
43

52
0

退
職
国
保
税
（
医
療
）

14
6

0

市
民
税
個
人

27
,9
63

22
4

退
職
国
保
税
（
後
期
）

45
0

市
民
税
法
人

93
5

0
退
職
国
保
税
（
介
護
）

67
0

固
定
資
産
税

20
,7
31

29
0

そ
の
他
未
収
金

0
0

軽
自
動
車
税

2,
92
7

6
一
般
被
保
険
者
返
納
金

0
0

保
育
所
運
営
費
保
護
者
負
担
金

67
8

0
税
等
未
収
金

1,
32
7

0

老
人
ホ
ー
ム
被
措
置
者
扶
養
義
務
者
費
用
負
担
金

9
0

後
期
高
齢
者
医
療
保
険
料
・
普
通
徴
収

1,
32
7

0

そ
の
他
未
収
金

3,
58
8

9
税
等
未
収
金

8,
09
6

0

市
営
住
宅
使
用
料

2,
25
3

0
介
護
保
険
料
・
普
通
徴
収

8,
09
6

0

市
営
住
宅
駐
車
場
使
用
料

23
8

0
そ
の
他
未
収
金

1,
27
8

0

一
般
会
計

市
有
地
・
市
有
建
物
賃
貸
料

24
9

返
納
金

1,
27
8

0

公
共
物
使
用
料

3
0

そ
の
他
未
収
金

51
0

生
活
保
護
返
還
金

74
2

0
農
業
集
落
排
水
施
設
使
用
料

51
0

児
童
扶
養
手
当
返
還
金

20
0

0
15
0,
19
1

61
1

福
祉
医
療
費
納
入
金

12
6

0
15
1,
50
1

61
1

市
有
地
・
市
有
建
物
賃
貸
料

0
0

延
滞
金

0
0

行
政
財
産
目
的
外
使
用
光
熱
水
費
収
入

0
0

わ
ら
べ
工
房
レ
ー
ザ
ー
加
工
品
売
上
収
入

2
0

延
納
利
息

0
0

【
貸
付
金
】

小
計

【
未
収
金
】

国
民
健
康
保
険

（
事
業
勘
定
）

特
別
会
計

合
計

後
期
高
齢
者
医
療

特
別
会
計

介
護
保
険

（
保
険
事
業
勘
定
）

特
別
会
計

農
業
集
落
排
水
事
業

特
別
会
計

小
計



（
２
）
負
債
項
目
の
明
細

①
地
方
債
（
借
入
先
別
）
の
明
細

（
単
位
：
千
円
)

種
類

地
方
債
残
高

政
府
資
金

市
中
銀
行

市
場
公
募
債

そ
の
他

う
ち
1年
内
償
還
予
定

う
ち
共
同
発
行
債

う
ち
住
民
公
募
債

一
般
単
独
事
業

3,
38
6,
07
3

41
6,
67
4

9,
31
6

1,
14
2,
63
2

16
6,
72
5

1,
79
1,
97
5

0
0

0
27
5,
42
5

公
営
住
宅
建
設
事
業

15
,1
18

3,
68
4

15
,1
18

0
0

0
0

0
0

0
義
務
教
育
施
設
整
備
事
業

41
8,
86
7

82
,8
87

41
8,
66
7

0
0

20
0

0
0

0
0

災
害
復
旧

13
,7
00

0
13
,7
00

0
0

0
0

0
0

0
一
般
廃
棄
物
処
理
事
業

16
1,
72
4

14
,9
93

16
1,
72
4

0
0

0
0

0
0

0
過
疎
対
策
事
業

90
0,
16
7

57
,3
68

90
0,
16
7

0
0

0
0

0
0

0
減
税
補
て
ん
債

79
,9
81

18
,8
90

79
,9
81

0
0

0
0

0
0

0
臨
時
財
政
対
策
債

9,
36
6,
91
3

67
8,
81
6

8,
42
9,
38
3

89
5,
63
7

22
,6
00

19
,2
93

0
0

0
0

教
育
・
福
祉
施
設
等
整
備
事
業

4,
55
0

2,
27
5

4,
55
0

0
0

0
0

0
0

0
（
旧
）
緊
急
防
災
・
減
災
事
業

76
,5
30

23
,6
83

76
,5
30

0
0

0
0

0
0

0
全
国
防
災
事
業

42
,5
68

7,
07
7

42
,5
68

0
0

0
0

0
0

0
下
水
道
事
業

30
4,
76
1

32
,8
81

22
1,
64
5

83
,1
16

0
0

0
0

0
0

合
計

14
,7
70
,9
52

1,
33
9,
22
8

10
,3
73
,3
49

2,
12
1,
38
5

18
9,
32
5

1,
81
1,
46
8

0
0

0
27
5,
42
5

②
地
方
債
（
利
率
別
）
の
明
細

（
単
位
：
千
円
)

地
方
債
残
高

14
,7
70
,9
52

14
,1
44
,7
40

45
5,
79
7

12
5,
18
4

28
,9
70

16
,2
61

0
0

2.
47

③
地
方
債
（
返
済
期
間
別
）
の
明
細

（
単
位
：
千
円
)

1年
超

2年
超

3年
超

4年
超

5年
超

10
年
超

15
年
超

2年
以
内

3年
以
内

4年
以
内

5年
以
内

10
年
以
内

15
年
以
内

20
年
以
内

14
,7
70
,9
52

1,
33
9,
22
7

1,
42
9,
28
6

1,
52
9,
12
3

1,
44
1,
63
3

1,
28
2,
76
3

5,
02
6,
56
2

2,
07
9,
65
3

61
8,
13
2

24
,5
73

④
特
定
の
契
約
条
項
が
付
さ
れ
た
地
方
債
の
概
要

（
単
位
：
千
円
)

0

20
年
超

特
定
の
契
約
条
項
が

付
さ
れ
た
地
方
債
残
高

契
約
条
項
の
概
要

地
方
公
共
団
体

金
融
機
構

そ
の
他
の

金
融
機
関

1.
5％
以
下

1.
5％
超

2.
0％
以
下

2.
0％
超

2.
5％
以
下

2.
5％
超

3.
0％
以
下

3.
0％
超

3.
5％
以
下

3.
5％
超

4.
0％
以
下

該
当
無
し

4.
0％
超

（
参
考
）

加
重
平
均

利
率
（
％
）

地
方
債
残
高

1年
以
内



⑤
引
当
金
の
明
細

（
単
位
：
千
円
)

区
分

前
年
度
末
残
高

本
年
度
増
加
額

本
年
度
末
残
高

徴
収
不
能
引
当
金

35
,9
31

37
,4
68

35
,5
43

80
37
,7
76

賞
与
等
引
当
金

22
9,
70
4

22
8,
94
2

22
9,
70
4

0
22
8,
94
2

退
職
手
当
引
当
金

2,
80
7,
62
9

6,
15
6

0
77
,7
93

2,
73
5,
99
2

損
失
補
償
等
引
当
金

9,
26
9

4,
87
7

3,
48
1

0
10
,6
65

投
資
損
失
引
当
金

38
2,
86
0

0
0

22
,5
23

36
0,
33
7

合
計

3,
46
5,
39
3

27
7,
44
3

26
8,
72
8

10
0,
39
6

3,
37
3,
71
2

本
年
度
減
少
額

目
的
使
用

そ
の
他



２
．
行
政
コ
ス
ト
計
算
書
の
内
容
に
関
す
る
明
細

（
１
）
補
助
金
等
の
明
細

（
単
位
：
千
円
)

一
般
会
計
等
分

－
64
2,
15
9
一
般
会
計
等
財
務
書
類
附
属
明
細
書
を
参
照

小
計

64
2,
15
9

一
般
会
計
等
分

－
2,
24
6,
20
9
一
般
会
計
等
財
務
書
類
附
属
明
細
書
を
参
照

一
般
被
保
険
者
療
養
給
付
費

支
給
対
象
者

3,
22
6,
30
4
国
民
健
康
保
険
制
度
に
よ
る
療
養
給
付
費

日
本
財
団
交
付
金

公
益
財
団
法
人
日
本
財
団

3,
21
7,
84
5
競
艇
事
業
の
実
施
に
伴
う
日
本
財
団
へ
の
交
付
金

電
話
投
票
事
務
委
託
料
分
担
金

一
般
社
団
法
人
全
国
ﾓｰ
ﾀｰ
ﾎﾞ
ｰﾄ
競
走
施
行
者
協
議
会

1,
82
9,
18
0
競
艇
事
業
に
お
け
る
電
話
投
票
事
務
に
対
す
る
分
担
金

居
宅
介
護
サ
ー
ビ
ス
給
付
費

支
給
対
象
者

1,
57
4,
01
6
介
護
保
険
制
度
に
よ
る
居
宅
介
護
サ
ー
ビ
ス
給
付
費

施
設
介
護
サ
ー
ビ
ス
給
付
費

支
給
対
象
者

1,
36
6,
36
5
介
護
保
険
制
度
に
よ
る
施
設
介
護
サ
ー
ビ
ス
給
付
費

日
本
モ
ー
タ
ー
ボ
ー
ト
競
走
会
交
付
金

一
般
財
団
法
人
日
本
モ
ー
タ
ー
ボ
ー
ト
競
走
会

1,
21
8,
77
0
競
艇
事
業
の
実
施
に
伴
う
競
走
会
へ
の
交
付
金

そ
の
他

－
4,
50
1,
83
0

－

小
計

19
,1
80
,5
19

合
計

19
,8
22
,6
78

支
出
目
的

他
団
体
へ
の
公
共
施
設
等
整
備
補
助
金
等

（
所
有
外
資
産
分
）

そ
の
他
の
補
助
金
等

区
分

名
称

相
手
先

金
額



３
．
純
資
産
変
動
計
算
書
の
内
容
に
関
す
る
明
細

（
1）
財
源
の
明
細

（
単
位
：
千
円
)

会
計

区
分

金
額

6,
28
8,
47
2

3,
88
8,
96
8

89
6,
43
6

19
4,
66
0

15
7,
37
6

11
3,
79
6

36
,5
96

28
,2
23

25
,2
77

15
,0
77

11
,5
83

8,
29
0

6,
79
2

5,
15
0

11
,6
76
,6
96

国
庫
支
出
金

14
0,
55
4

県
支
出
金

67
,9
48

計
20
8,
50
2

国
庫
支
出
金

2,
34
8,
28
5

県
支
出
金

1,
66
1,
01
3

計
4,
00
9,
29
8

4,
21
7,
80
0

15
,8
94
,4
96

1,
22
1,
33
0

1,
10
3,
92
2

1,
02
2,
91
9

40
2,
43
0

1,
75
0

3,
75
2,
35
1

国
庫
支
出
金

0
県
支
出
金

0
計

0
国
庫
支
出
金

95
5,
03
4

県
支
出
金

4,
41
7,
82
7

計
5,
37
2,
86
1

5,
37
2,
86
1

9,
12
5,
21
2

25
,0
19
,7
08

特
別
会
計
 
計

合
計

国
県
等
補
助
金

資
本
的
補
助
金

特
別
会
計

小
計

経
常
的
補
助
金

小
計

税
収
等

国
民
健
康
保
険
税

支
払
基
金
交
付
金

保
険
料

後
期
高
齢
者
医
療
保
険
料

寄
附
金

国
県
等
補
助
金

資
本
的
補
助
金

経
常
的
補
助
金

小
計

一
般
会
計
等
 
計財
源
の
内
容

環
境
性
能
割
交
付
金

一
般
会
計
等

税
収
等

市
税

地
方
交
付
税

地
方
消
費
税
交
付
金

地
方
譲
与
税

分
担
金
及
び
負
担
金

小
計

地
方
特
例
交
付
金

寄
附
金

自
動
車
取
得
税
交
付
金

配
当
割
交
付
金

株
式
等
譲
渡
所
得
割
交
付
金

ゴ
ル
フ
場
利
用
税
交
付
金

交
通
安
全
対
策
特
別
交
付
金

利
子
割
交
付
金



（
２
）
財
源
情
報
の
明
細

（
単
位
：
千
円
)

国
県
等
補
助
金

地
方
債

税
収
等

そ
の
他

純
行
政
コ
ス
ト

27
,4
76
,7
97

9,
44
9,
63
0

1,
03
6,
43
3

12
,8
94
,9
79

4,
09
5,
75
5

有
形
固
定
資
産
等
の
増
加

1,
34
0,
05
1

14
1,
03
1

66
6,
56
7

53
2,
45
3

0
貸
付
金
・
基
金
等
の
増
加

72
1,
82
6

0
0

69
3,
08
1

28
,7
45

そ
の
他

0
0

0
0

0
合
計

29
,5
38
,6
74

9,
59
0,
66
1

1,
70
3,
00
0

14
,1
20
,5
13

4,
12
4,
50
0

４
．
資
金
収
支
計
算
書
の
内
容
に
関
す
る
明
細

（
１
）
資
金
の
明
細

（
単
位
：
千
円
)

種
類

現
金

区
分

金
額

内
訳

本
年
度
末
残
高

1,
81
7,
54
2


